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１． 14年3月期の連結業績（平成13年4月1日～平成14年3月31日）
(1)連結経営成績 （百万円未満四捨五入）

売 上 高 営業利益 経常利益

14年3月期
13年3月期

百万円 ％
330,194 △12.0
375,352 4.2

百万円 ％
1,147 △95.7
26,930 199.6

百万円 ％
△ 1,477 －
25,140 111.0

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

14年3月期
13年3月期

百万円 ％
△ 6,611 －
15,103 218.6

円 銭
△11 56
26 41

円 銭
－
－

％
△2.8
6.4

％
△0.3
4.7

％
△0.4
6.7

(注)①持分法投資損益　14年3月期 1,535百万円 13年3月期 4,078百万円
    ②期中平均株式数（連結）　14年3月期 571,856,554株　　　13年3月期 571,869,246株
    ③会計処理の方法の変更　　　有 ・ 無
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

14年3月期
13年3月期

百万円
518,756
530,080

百万円
236,313
237,470

％
45.6
44.8

円 銭
413 28
415 25

(注)期末発行済株式数（連結）　14年3月期 571,793,909株　　13年3月期 571,869,055株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

14年3月期
13年3月期

百万円
33,370
23,339

百万円
△ 16,246
△　4,248

百万円
△ 14,267
△ 26,089

百万円
22,763
18,806

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　39社　　持分法適用非連結子会社数　　－ 社　　持分法適用関連会社数　　5社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規)　　1社　　(除外)　　　1社　　　　持分法　(新規)　　－ 社　(除外)　　－ 社

２．15年3月期の連結業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日)
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中間期
通  期

百万円
175,000
360,000

百万円
3,500
15,000

百万円
2,500
10,000

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）  17円49銭

※上記の予想は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成したものであり、今後の
様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の10～12ページをご参照ください。
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(注)成都住鉱電子有限公司は、当連結会計年度より、
連結の範囲に加えております。 

住 宅 ・ 建 材 部 門住 宅 ・ 建 材 部 門住 宅 ・ 建 材 部 門住 宅 ・ 建 材 部 門  

（（（（シポレックスの製造販シポレックスの製造販シポレックスの製造販シポレックスの製造販売売売売））））
 
住友金属鉱山シポレックス㈱

（（（（ 住 宅 等 の 設 計 ・ 施住 宅 等 の 設 計 ・ 施住 宅 等 の 設 計 ・ 施住 宅 等 の 設 計 ・ 施 工工工工 ））））
 

ヰ ゲ タ ハ イ ム ㈱

 その他２社 
 

（（（（砕石・石材の仕入販砕石・石材の仕入販砕石・石材の仕入販砕石・石材の仕入販売売売売））））
 
住 鉱 辰 巳 建 材 ㈱

電 子 材 料 及 び電 子 材 料 及 び電 子 材 料 及 び電 子 材 料 及 び
機 能 性 材 料 部 門機 能 性 材 料 部 門機 能 性 材 料 部 門機 能 性 材 料 部 門

そ の 他 部 門そ の 他 部 門そ の 他 部 門そ の 他 部 門

（施設・ウラン廃棄物の管理等）（施設・ウラン廃棄物の管理等）（施設・ウラン廃棄物の管理等）（施設・ウラン廃棄物の管理等）
 

㈱ ジ ェ ー ・ シ ー ・ オ ー  
 
（（（（環境保全設備装置の設計・製造・施環境保全設備装置の設計・製造・施環境保全設備装置の設計・製造・施環境保全設備装置の設計・製造・施工工工工））））

 
住鉱エンジニアリング㈱  
 
（（（（ 車 両 の 整 備 ・ 販車 両 の 整 備 ・ 販車 両 の 整 備 ・ 販車 両 の 整 備 ・ 販 売売売売 ））））

 
ヰ ゲ タ 自 動 車 工 業 ㈱  
 
（（（（ 建 設建 設建 設建 設 業業業業 ））））

 
別 鉱 開 発 工 事 ㈱  
 
（（（（情報システムの開発・保情報システムの開発・保情報システムの開発・保情報システムの開発・保守守守守））））

 
住 鉱 情 報 シ ス テ ム ㈱ 

エヌ･イー ケムキャット
 

㈱＊ 
日 本 ケ ッ チ ェ ン

 

㈱ ＊ 
その他1０社 

（（（（ 電 子 部 品 の 製 造 販電 子 部 品 の 製 造 販電 子 部 品 の 製 造 販電 子 部 品 の 製 造 販 売売売売 ））））
 

丸 善 工 業 ㈱
 

住友金属鉱山ユーエスエー㈱
 

住 鉱 テ ッ ク ㈱
 

不 二 電 子 工 業 ㈱
 

住 友 金 属 鉱 山
エレクトロニクス・パーツ㈱

（（（（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料の製造販ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料の製造販ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料の製造販ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料の製造販売売売売））））
 
大 口 電 子 ㈱ 

 
住友金属鉱山アジアパシフィック㈱ 

 
エ ム ・ エ ス エ ム エ ム 
エ レ ク ト ロ ニ ク ス ㈱ 

 
㈱ 伸 光 製 作 所 

 
住 友 金 属 鉱 山 電 子 ㈱ 

 
新 居 浜 電 子 ㈱ 

 
マレーシアン エレクトロニクス 
マ テ リ ア ル ズ ㈱ 

 
ア ジ ム 電 子 ㈱ 

 
台 湾 住 鉱 電 子 ㈱ 

 
住鉱リードフレームタイランド㈱ 

 
住鉱リードフレームビンタン㈱ 

 
住鉱リードフレームシンガポール㈱ 
 
 
成 都 住 鉱 電 子 有 限 公 司 

資 源 部 門資 源 部 門資 源 部 門資 源 部 門

（ 地 質 調 査 ・ 土 木 工事 ）
 

住 鉱 コ ン サ ル タ ン ト ㈱
 

住 鉱 開 発 工 事 ㈱

カ ン デ ラ リ ア 鉱 山 ㈱ ＊
その他１０社

（（（（ 海 外 資 源 開海 外 資 源 開海 外 資 源 開海 外 資 源 開 発発発発 ））））
 
住友金属鉱山アメリカ㈱

 
住友金属鉱山アリゾナ㈱

 
エス・エム・エム・エー
カ ン デ ラ リ ア ㈱

 
住 友 金 属 鉱 山 カ ナ ダ ㈱

 
住友金属鉱山オセアニア㈱

（（（（ 地 質 調 査 ・ 土 木 工地 質 調 査 ・ 土 木 工地 質 調 査 ・ 土 木 工地 質 調 査 ・ 土 木 工 事事事事 ））））
 

住 鉱 コ ン サ ル タ ン ト ㈱
 

住 鉱 開 発 工 事 ㈱

企 業 集 団 の 状 況 

－ ２ － 

住 
 
友 
 
金 
 
属 
 
鉱 
 
山 
 
㈱ 
 
 

 
（

当

社

） 

      製 造 委 託      
      製品の供給 

 外 注 等      
 
    は連結子会社（３９社） 
＊印は持分法適用会社（ ５ 社） 

   その他１２社 

（（（（ﾌﾟﾚｽ・めっき・塗装加ﾌﾟﾚｽ・めっき・塗装加ﾌﾟﾚｽ・めっき・塗装加ﾌﾟﾚｽ・めっき・塗装加工工工工））））
 

㈱ 日 東 社           

（（（（ 潤 滑 剤 の 製 造 販潤 滑 剤 の 製 造 販潤 滑 剤 の 製 造 販潤 滑 剤 の 製 造 販 売売売売 ））））
 

住 鉱 潤 滑 剤 ㈱  

金属及び金属加工部門金属及び金属加工部門金属及び金属加工部門金属及び金属加工部門    
 
( (((( ﾌ ｪ ﾛ ﾆ ｯ ｹ ﾙの製造委託）ﾌｪ ﾛ ﾆ ｯ ｹ ﾙの製造委託）ﾌｪ ﾛ ﾆ ｯ ｹ ﾙの製造委託）ﾌｪ ﾛ ﾆ ｯ ｹ ﾙの製造委託）

 
㈱ 日 向 製 錬 所           

金銀鉱の売却先及び金銀鉱の売却先及び金銀鉱の売却先及び金銀鉱の売却先及び    
金 銀 の 製 造 受 託 先金 銀 の 製 造 受 託 先金 銀 の 製 造 受 託 先金 銀 の 製 造 受 託 先    

 
ｴ ｽ ･ ｴ ﾑ ･ ｴ ﾑ  ﾄ ﾚ ｰ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ㈱               

    
（（（（ 伸 銅 品 の 製 造 販伸 銅 品 の 製 造 販伸 銅 品 の 製 造 販伸 銅 品 の 製 造 販

    
売売売売 ））））

 
住友金属鉱山伸銅㈱            
    
（（（（特殊特殊特殊特殊鋳鋼品の製造販鋳鋼品の製造販鋳鋼品の製造販鋳鋼品の製造販

    
売売売売））））

 
太 平 金 属 工 業 ㈱           

P.T.インターナショナル 
ニッケルインドネシ

 
ア ＊ 

フ ィ ゲ ス バ
 
ル ＊ 

       その他４社 
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 経　営　方　針

１．経営の基本方針

（１）はじめに

　企業を取り巻く経営環境は、一層ボーダレス化が進み変化の激しいものとなってきて

おります。当社はこの経営環境の変化に対応し、企業価値の最大化を実現するために、

収益力の改善を目指すとともに、㈱ジェー・シー・オーにおける臨界事故の反省を踏ま

えて、平成１２年４月に発表いたしました「企業再生計画」の実行に全力を挙げて取り

組んでまいりました。

　しかしながら、当社を取り巻く環境は依然として厳しいものがあり、企業再生計画の

後を受け、一層強靭な企業体質を作り、収益向上を目指すため、本年２月に「中期経営

計画」を策定いたしました。本計画は、中長期的な事業構造改革と短期的なコスト構造

改革を骨子とするものであります。当社は平成１５年度まで本計画を経営の指針として、

計画で掲げた財務目標を達成すべく、全社一丸となり邁進してまいります。

（２）「企業再生計画」の進捗状況について

　「企業再生計画」では企業理念の再確認と徹底、企業体質の強化、企業風土の改革を

掲げて、経営改革に取り組んでまいりました。

　企業理念の再確認と徹底につきましては、安全文化の醸成に取り組むとともに、

ISO14000 シリーズの認証取得に向け取り組んでまいりました。本年３月までに３２の事

業所、関係会社で計画どおり認証を取得しており、平成１５年３月までにグループ全体

での認証取得を目指してまいります。

　企業体質の強化につきましては、資源・金属事業および電子材料事業を当社のコアビ

ジネスと位置付け、選択と集中を実行してまいりました。これらのコアビジネスに経営

資源を集中し、企業価値の増大を図るとともに不採算事業や将来において収益拡大の見

込みのない事業からの撤退を進め、収益基盤の整備を進めてまいりました。そのなかで、

新たなニッケル資源の確保のためにリオ ツバ プロジェクト（フィリピン パラワン島

における低品位酸化ニッケル鉱の湿式処理プロジェクト）の実施を決定いたしました。

また、銅につきましても年産４５万ｔ体制構築の準備を進めております。電子材料事業

につきましては、ペースト、ニッケル粉および２層めっき基板の増産体制を構築いたし

ました。不採算事業への対応につきましても、関係会社の整理などを進め、関係会社を

７０社以下に削減する見通しがつきました。リスクマネジメントにつきましては、コン

プライアンスの徹底等を骨子としたリスクマネジメントシステムの運用を平成１３年

８月より開始しております。

　企業風土の改革につきましては、平成１３年６月に執行役員制度を導入し、経営にお

ける意思決定・監督機能と執行機能の分離を図り、それぞれの機能を充実・強化し、戦

略経営を実践していく体制を整えました。また、それにあわせて「新業績評価制度」と
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「業績連動報酬制度」を導入いたしました。

　このように「企業再生計画」で掲げました諸施策を実行してまいりましたが、ＩＴ不

況、米国経済の減速ならびに日本経済のデフレ不況など、外部環境の大幅かつ急激な悪

化により、「企業再生計画」で掲げました財務目標である平成１３年度ＲＯＡ（総資産

当期利益率）３％達成につきましては、誠に遺憾ながら達成することができませんでし

た。

（３）「中期経営計画」について

　当社は、「中期経営計画」におきまして、「世界規模で企業価値創造を目指し改革し

続ける元気な会社」を経営ビジョンとして掲げ、コアビジネスである資源・金属、電子・

機能性材料のそれぞれの事業分野で存在価値を示す優良企業を目指すことといたしま

す。

　中長期的な事業構造改革の具体策として、資源・金属事業ではニッケル事業のリオ ツ

バ プロジェクト、銅の年産４５万ｔ体制構築、貴金属新プロセス導入、ポゴ金鉱山プ

ロジェクトなどを着実に実行することとし、さらに銅の新鉱山開発や新たなニッケル資

源開発も検討していくことといたします。

　電子・機能性材料事業ではボンディングワイヤー、ペースト、通信デバイス、金属粉、

２層めっき基板事業などへの集中を進めてまいります。また、半導体パッケージ材料事

業の国内外の事業展開を一元管理するなどの目的から半導体パッケージ材料事業の分

社化を実施いたします。

　短期的なコスト構造改革の具体策として、「経営情報システムの導入と間接部門の効

率化」、「費用削減プロジェクト」、「購買改革プロジェクト」を中心とする改革を進

めることといたします。

　「経営情報システムの導入と間接部門の効率化」につきましては、ＥＲＰ（Enterprise

Resource Planning）導入により業務の標準化・効率化と情報の共有化を図り、これを

ツールとして最終的には平成 16 年度以降にグループの管理間接部門費用の３０％削減

を図ってまいります。

　「費用削減プロジェクト」につきましては、制度・慣習の大幅見直しにより、徹底し

たコストカットを行ない、年間１０億円の費用削減を図ってまいります。

　「購買改革プロジェクト」につきましては、金属関係の原料を除く資材について、全

般的な見直しを図るとともに、調達方法の変更、商流の見直し等により年間５０億円の

削減を図ってまいります。

　さらに当社における約２００名のスリム化をはじめとしてグループ各社でのスリム

化を実施することにより損益分岐点を引き下げてまいります。

２．財務目標

　財務目標といたしましては、「中期経営計画」で掲げました諸施策の実施により株主資

本比率４０％以上を維持しつつ、連結ＲＯＡは平成 15 年度に３％以上を目指すこととし
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ております。なお、資産圧縮の一環として、不動産や有価証券等の非事業用資産の売却や

売上債権の流動化等にも引き続き積極的に取り組み、効率経営を目指していく所存であり

ます。

３．その他

　平成１１年９月に臨界事故を引き起こしました㈱ジェー・シー・オーにつきましては、

同社が補償問題、施設等の安全管理などに万全の態勢で取り組むことができるよう引き続

き支援を行ってまいる所存でございます。
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経営成績および財政状態

Ⅰ．経営成績

１．当期の概況

（単位：億円）[　]内は単独 <　>内は連単倍率

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 ＲＯＥ(％)

平成 14 年３月期
 3,302

[2,410]< 1.4>

    11

[   46]<  0.3>

 △ 15

[   25]<  － >

 △ 66

[△ 99]<  － >

    －

[   －  ]

平成 13 年３月期
 3,754

[2,665]< 1.4>

   269

[  233]<  1.2>

   251

[  202]<  1.2>

   151

[  115]<  1.3>

    6.4

[   5.4 ]

増減（増減率％）
 △452(△12.0)

[△255](△9.6)

 △258 (△95.7)

[△187](△80.4)

 △266 (   － )

[△177](△87.6)

 △217 (   － )

[△214](   － )

    －

 　 －

(１)業績全般

　　当期のわが国経済は、米国経済の減速や世界的なＩＴ（情報技術）不況などの影響を

受け、企業収益が急速に悪化いたしました。このため、企業の設備投資が落ち込み、雇

用・所得環境が厳しさを増すなかで個人消費も一段と落ち込みました。年明けより、米

国経済の回復傾向が見え始めましたものの、わが国におきましては、景気の底入れを実

感できる状況には至りませんでした。

　　非鉄金属業界におきましても、米国経済の減速などにより、主要非鉄金属の在庫は総

じて増加の一途をたどりました、また、海外非鉄相場につきましては、金を除き期前半

は下落いたしました。その後、期後半におきまして上昇に転じましたものの、期平均価

格は前期に比べて下落いたしました。為替は米国同時多発テロ事件後、一時的に円高に

振れましたものの、期を通して円安傾向で推移いたしました。エレクトロニクス関連業

界におきましては、世界的なＩＴ不況により販売環境が著しく悪化いたしました。

　　当社といたしましては、このような状況のなか、平成 12 年４月に発表いたしました

「企業再生計画」の節目の年にあたり、経営方針に述べましたとおり引き続き抜本的な

経営改革に取り組んでまいりました。

　　しかしながら、当期の連結売上高は、金属および金属加工部門におきましてニッケル、

銅などの非鉄金属価格の下落および減販がありましたことに加えて、ＩＴ不況のため電

子材料および機能性材料部門のほとんどの製品が減収となりましたことなどから、前期

に比べて４５１億５８百万円減収の３,３０１億９４百万円となりました。

　　連結営業利益につきましては、金属および金属加工部門、電子材料および機能性材料

部門が悪化し、１１億４７百万円と前期に比べて２５７億８３百万円の大幅な減益とな
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りました。

　　連結経常利益は、ニッケル価格の下落などによりＰ．Ｔ．インターナショナルニッケ

ルインドネシアの業績が悪化したことをはじめ持分法投資損益の悪化から、前期に比べ

て２６６億１７百万円減益の△１４億７７百万円となりました。

　　税金等調整前当期純利益は、特別損失の減少はありましたものの、投資有価証券売却

益など特別利益が減少いたしましたことから、前期に比べて２８１億５９百万円減益の

△１２５億８８百万円となりました。

　　なお、法人税等調整額５９億６８百万円を計上いたしましたものの、連結当期純利益

は△６６億１１百万円と、前期に比べて２１７億１４百万円の大幅な減益となりました。

(２)セグメント別の状況

　①　資源部門

　　　（単位：百万円）

売　上　高 営 業 利 益

当　　　期   23,292      838

前　　　期   23,613    2,360

増減（増減率％）  △  321(△ 1.4)  △1,522(△64.5)

　売上高の減少は、親会社（菱刈鉱）および住友金属鉱山オセアニア㈱などの売上高が増

加いたしましたものの、都市土木事業から撤退いたしました住鉱開発工事㈱および地質調

査等の受注減少の影響を受けた住鉱コンサルタント㈱の売上高が減少いたしましたこと

によります。

　営業利益の減少は、親会社（菱刈鉱）の増益はありましたものの、主に住友金属鉱山ア

リゾナ㈱の減益によるものであります。同社は、ＳＸ－ＥＷ法（山元で銅を生産する低コ

ストの湿式精製法）への全面切り替えを昨年３月に完了し、操業は順調に立上りましたも

のの、昨年前半の電力単価の高騰に加え、銅の海外相場（暦年平均）が前年の８２．３¢

/lb から７１．６¢/lb へと下落いたしましたことから減益となりました。
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　②　金属および金属加工部門

　　　（注）これまで、機能性材料に係る業績を「金属および金属加工部門」に含めて表示

しておりましたが、当期より「電子材料および機能性材料部門」に含めて表示し

ております。これに伴い、前期の業績も当期に合わせて組み替えて表示しており

ます。

　　　（単位：百万円）

売　上　高 営 業 利 益

当　　　期  197,183    3,533

前　　　期  204,827   15,421

増減（増減率％）  △7,644(△ 3.7) △11,888(△77.1)

　売上高および営業利益の減少は、親会社の銅・ニッケルおよび住友金属鉱山伸銅㈱の業

績が不振であったことによります。

　営業利益につきましては、金属部門の悪化がその減益のほとんどを占めております。な

かでも、前期好調でありましたニッケルが、ＩＴ関連需要の大幅な減退などにより販売数

量が減少いたしましたことに加え、海外相場も下落いたしましたことが主な要因でありま

す。

　住友金属鉱山伸銅㈱につきましても、ＩＴ関連需要の落ち込みが大きく減益となりまし

た。

　③　電子材料および機能性材料部門

　　　（注）前期につきましては、機能性材料に係る業績を「金属および金属加工部門」よ

り組み替えて表示しております。

　　　（単位：百万円）

売　上　高 営 業 利 益

当　　　期  110,985 △ 4,388

前　　　期  146,333    9,959

増減（増減率％） △35,348(△24.2) △14,347(　－　)

　前期におきまして世界半導体市場は、パソコン、携帯電話等の通信機器、およびデジタ

ル家電などの需要に牽引され好調でありましたが、当期は一転して、大幅なマイナス成長

となりました。また、前期に急伸いたしました光通信市場も、米国経済の冷え込みに加え

て、米国基幹系システムの過剰投資の反動などもあり、低迷いたしました。

　このような市場環境にあって、ボンディングワイヤーやペーストなど、期中から需要が

緩やかながら回復してきたものもありました。しかしながら、期を通じて薄膜材料を除く

ほとんどの製品が減収となりました。

　機能性材料部門の主力製品である積層セラミックコンデンサー向けニッケル粉をはじ

めとする金属粉が大幅な減販となりましたほか、電子携帯機器向け電池に使用されるコバ
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ルト酸リチウムも大幅に減販となりました。

　一方、水酸化ニッケルは、ハイブリッド自動車のバッテリー向けが伸びましたことなど

から、売上高は倍増いたしました。液晶ディスプレイの配線材料などに使用される２層め

っき基板につきましても、大型ＴＦＴ液晶用に本格採用されたことにより、売上高は倍増

いたしました。また、希土類磁石材料であるＳＦＮ（サマリウム－鉄－窒素）製品も増販

となりました。

　しかしながら、親会社および子会社のほとんどが減収減益となりました。

　④　住宅・建材部門

　　　（単位：百万円）

売　上　高 営 業 利 益

当　　　期   21,616  △  266

前　　　期   24,880  △  304

増減（増減率％） △ 3,264(△13.1) 　　　38(　－　)

　売上高の減少は、重量鉄骨住宅事業の縮小計画を完了したことに伴い減収となりました

ヰゲタハイム㈱および建設骨材の需要低迷の影響を受けました住鉱辰巳建材㈱の減収に

よるところがほとんどであります。

　住友金属鉱山シポレックス㈱につきましては、前期よりもさらに厳しいＡＬＣ（軽量気

泡コンクリート）の販売環境にありましたが、拡販やコストダウンに努めました結果、売

上高は前期並みでありましたものの、営業損益は好転いたしました。

　⑤　その他部門

　　　（単位：百万円）

売　上　高 営 業 利 益

当　　　期   19,986 　 1,826

前　　　期   15,074      334

増減（増減率％）    4,912(　32.6) 　 1,492( 446.7)

　売上高および営業利益の増加は、青森県の六ヶ所村で進めております再処理施設建設プ

ロジェクトにおきまして、各期における工事の進行・完成の度合いなどから、当期におい

てまとまった売上高が計上されたことが主な要因であります。

　このほか、別鉱開発工事㈱の建築部門における増収や住鉱エンジニアリング㈱のコスト

削減の効果などによる増益も寄与いたしました。
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２．次期の見通し

（１）業績全般の見通し

　 　　　（単位：億円）[　]内は単独 <　>内は連単倍率

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成 15 年３月期
 3,600

[2,400]<  1.5>

   170

[  100]<  1.7>

   150

[   90]<  1.7>

   100

[   45]< 2.2>

平成 14 年３月期
 3,302

[2,410]<  1.4>

    11

[   46]<  0.3>

 △ 15

[   25]<  － >

 △ 66

[△ 99]< － >

増減（増減率％）
   298 (  9.0)

[△ 10](△0.0)

   159 (1445.5)

[   54]( 117.4)

   165 (  － )

[   65](260.0)

   166 ( － )

[  144]( － )

　わが国経済の今後の見通しといたしましては、米国経済やアジア経済に回復の兆しがみら

れますが、内需全般の回復の遅れや金融機関の不良債権処理、政府による構造改革の状況な

どを勘案いたしますと、本格的な回復にはまだ時間を要するものと思われます。

　当社グループを取り巻く環境につきましても、非鉄金属の海外相場は上昇基調にあります

が世界における製品在庫水準は依然として高く、また、エレクトロニクス関連素材の市況回

復も一部にとどまっていることなどから楽観を許さない状況にあります。

　このようななか、当社といたしましては、経営方針に述べました中期経営計画の達成を目

標として、コアビジネス内でのさらなる選択と集中を進め、将来にわたる収益基盤の一層の

強化を図ってまいります。

　以上により次期の業績の見通しといたしましては、連結売上高は３,６００億円、連結営

業利益は１７０億円、連結経常利益は１５０億円、連結当期純利益は１００億円を見込んで

おります。

（２）セグメント別の見通し

（単位：億円）

資源部門
金属および
金属加工部
門

電子材料お
よび機能性
材料 部 門

住宅･建材
部　門

その他
部　門 計

消　　去
または
全　　社

連結

売上高 243 2,079 1,430 203 145 4,100 △500 3,600

営業利益 27 67 42 1 5 142 28 170

　資源部門におきましては、住友金属鉱山アリゾナ㈱のコスト削減・実収率向上などの生産

性の改善により増益を見込んでおります。

　金属および金属加工部門におきましては、ニッケルの価格上昇や増販をはじめとする親会

社の金属部門の増益を見込んでおります。

　電子材料および機能性材料部門におきましては、主として海外をはじめとするパッケージ
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材料事業の市況回復やコスト削減による増益を見込んでおります。

　住宅・建材部門におきましては、引き続き厳しい環境が続くものと予想いたしますが、コ

スト削減等の努力による増益を見込んでおります。

　その他部門におきましては、親会社の再処理施設建設プロジェクトの売上高が当期まとま

って計上されたことから、次期は売上高が減少することに伴う減益を見込んでおります。

　連結営業利益の見通し（１７０億円）には、グループ全体にまたがる短期的なコスト構造

改革（資材購買、費用削減、スリム化）による増益４０億円（単独では２７億円）を含んで

おります。このうち、１０億円の効果は電子材料および機能性材料部門の連結営業利益に織

り込んでおりますが、残りの３０億円の効果は、複数の部門にまたがることから、消去また

は全社の欄に含めて表示しております。

Ⅱ．財政状態

１．当期の概況

　　連結キャッシュ・フロー

　（単位：億円）

当　期 前　期 増　減

営業活動によるキャッシュ・フロー 333 233 100

投資活動によるキャッシュ・フロー △162 △ 42 △120

財務活動によるキャッシュ・フロー △143 △261 118

換　算　差　額 7 9 △  2

増　　　　　減 35 △ 61 96

現金および現金同等物の期首残高 188 249 △ 61
子会社の新規連結による現金および現金
同等物の増加額 4 － 4

現金および現金同等物の期末残高 227 188 39

　当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、連結営業利益は前期に比べて大幅に悪化い

たしましたものの、売上債権の回収増に伴う１９８億円の好転、損害補償損失や事業再編損

失に係る支払額の減少に伴う４５億円の好転などにより、前期比１００億円改善して３３３

億円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入の減少により９４

億円の悪化、有形固定資産の取得による支出の増加により２９億円の悪化など、全体では前

期比１２０億円支出増の△１６２億円となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の増加で８２億円の改善、社債の償還・

発行に伴う差額により２０億円改善するなど、全体では１１８億円改善して△１４３億円と

なりました。
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　以上の結果、換算差額および新規連結（成都住鉱電子有限公司）を含めて現金および現金

同等物は期首に比べて３９億円増加し、２２７億円の期末残高となりました。

２．次期の見通し

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期利益が増益となりますが、売上債権の

回収増には結びつかないと思われますので当期比若干悪化するものと見込まれます。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、金属・電子材料等のコアビジネスへの投資が増加

することから当期比若干悪化すると見込んでおります。財務活動によるキャッシュ・フロー

は、新たな社債やコマーシャルペーパーの発行による収入の増加がある一方で社債の償還等

による支出があり支出超となりますが、当期比若干好転すると見込んでおります。



　連 結 貸 借 対 照 表 （１／２）　

（単位:百万円）
　　科　　　　　　　目 当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減

（H14/3） （H13/3）

（　資　産　の　部　　） （ 518,756 ）（ 530,080 ）(△ 11,324 )

流　動　資　産 187,048 200,324 △ 13,276

現 金 お よ び 預 金 23,105 18,811 4,294

受取手形および売掛金 62,542 82,185 △ 19,643

有 価 証 券 　　　- 102 △ 102

た な 卸 資 産 77,700 73,927 3,773

繰 延 税 金 資 産 4,480 3,363 1,117

短 期 貸 付 金 2,737 3,303 △ 566

そ の 他 17,157 19,692 △ 2,535

貸 倒 引 当 金 △ 673 △ 1,059 386

固　定　資　産 331,708 329,756 1,952

有　形　固　定　資　産 179,541 174,752 4,789

建 物 お よ び 構 築 物 65,427 64,513 914

機械装置および車両・運搬具 73,428 66,858 6,570

工具・器具および備品 7,302 7,883 △ 581

土 地 30,704 29,445 1,259

建 設 仮 勘 定 2,680 6,053 △ 3,373

無　形　固　定　資　産 4,610 4,294 316

鉱 業 権 983 1,012 △ 29

ソ フ ト ウ ェ ア 1,447 1,399 48

そ の 他 2,180 1,883 297

投資その他の資産 147,557 150,710 △ 3,153

投 資 有 価 証 券 136,558 138,769 △ 2,211

長 期 貸 付 金 1,123 4,942 △ 3,819

繰 延 税 金 資 産 4,228 2,117 2,111

そ の 他 8,215 7,333 882

貸 倒 引 当 金 △ 1,499 △ 2,451 952

投 資 損 失 引 当 金 △ 1,068       - △ 1,068

　　　資　産　合　計 518,756 530,080 △ 11,324

－　１３　－



　連 結 貸 借 対 照 表 （２／２）　

（単位:百万円）
　　科　　　　　　　目 当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減

（H14/3） （H13/3）

（　負　債　の　部　　） （ 276,004 ）（ 286,496 ）(△ 10,492 )

流　動　負　債 163,677 167,065 △ 3,388
支払手形および買掛金 30,107 30,902 △ 795
短 期 借 入 金 71,105 72,659 △ 1,554
コマーシャルペーパー 　　　- 2,500 △ 2,500
一年以内償還予定社債 22,000 18,000 4,000
未 払 法 人 税 等 1,048 1,484 △ 436
繰 延 税 金 負 債 25 14 11
従 業 員 預 り 金 7,237 7,370 △ 133
賞 与 引 当 金 4,161 4,829 △ 668
休 炉 工 事 引 当 金 299 824 △ 525
そ の 他 の 引 当 金 18 46 △ 28
そ の 他 27,677 28,437 △ 760

固　 定　 負　 債 112,327 119,431 △ 7,104
社 債 46,000 58,000 △ 12,000
長 期 借 入 金 27,972 25,839 2,133
繰 延 税 金 負 債 533 1,435 △ 902
退 職 給 付 引 当 金 22,844 21,664 1,180
役 員 退 職 引 当 金 260 463 △ 203
事 業 再 編 損 失 引 当 金 2,491 2,823 △ 332
損 害 補 償 損 失 引 当 金 1,329 1,771 △ 442
関係会社整理損失引当金 1,724 1,347 377
合 理 化 損 失 引 当 金 3,108 　　　- 3,108
そ の 他 の 引 当 金 437 395 42
連 結 調 整 勘 定 132 257 △ 125
そ の 他 5,497 5,437 60
（   少数株主持分   　） （ 6,439 ）（ 6,114 ）（　 325 ）
少 数 株 主 持 分 6,439 6,114 325
（　資　本　の　部　　） （ 236,313 ）（ 237,470 ）（△ 1,157 ）
資   　 本   　 金 88,355 88,355 　　　-
資　本　準　備　金 81,184 81,184 　　　-
連　結　剰　余　金 67,856 77,937 △ 10,081
その他有価証券評価差額金 2,344 △ 48 2,392
為替換算調整勘定 △ 3,391 △ 9,956 6,565
自　 己　  株　 式 △ 35 △ 2 △ 33
負債、少数株主持分および資本合計 518,756 530,080 △ 11,324

－　１４　－



　連 結 損 益 計 算 書　
（単位:百万円）

　　　科　　　　　　目 当連結会計年度 前連結会計年度 増  　減
(H13.4～H14.3) (H12.4～H13.3)

売　　　  上　　　  高 330,194 375,352 △ 45,158
売　　上　　 原　　 価 292,042 311,980 △ 19,938
売　　上　　総　　利　　益 38,152 63,372 △ 25,220

販売費および一般管理費 37,005 36,442 563
販 売 輸 送 費 お よ び 諸 経 費 11,611 11,564 47
給 料 手 当 7,406 7,605 △ 199
賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,273 1,040 233
退 職 給 付 費 用 807 940 △ 133
役 員 退 職 引 当 金 繰 入 額 54 102 △ 48
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 121 303 △ 182
研 究 開 発 費 4,237 3,484 753
そ の 他 11,496 11,404 92

営　　　業　　　利　　　益 1,147 26,930 △ 25,783
営　 業　 外　 収　 益 5,912 8,942 △ 3,030

受 取 利 息 526 942 △ 416
受 取 配 当 金 1,174 1,299 △ 125
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 129 131 △ 2
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,535 4,078 △ 2,543
そ の 他 2,548 2,492 56

営　 業　 外　 費　 用 8,536 10,732 △ 2,196
支 払 利 息 3,475 4,370 △ 895
休 止 事 業 費 用 1,144 1,621 △ 477
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 510 1,433 △ 923
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 424         - 424
そ の 他 の 引 当 金 繰 入 額 1 8 △ 7
そ の 他 2,982 3,300 △ 318

経 常 利 益 ま た は 経 常 損 失（△） △ 1,477 25,140 △ 26,617
特　　 別　　 利　　 益 6,472 14,254 △ 7,782

固 定 資 産 売 却 益 4,796 7,142 △ 2,346
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,094 6,112 △ 5,018
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 4         - 4
保 険 金 収 入         - 1,000 △ 1,000
関 係 会 社 整 理 損 失 引 当 金 戻 入 額 383         - 383
損 害 補 償 損 失 引 当 金 戻 入 額 195         - 195

特　　 別　　 損　　 失 17,583 23,823 △ 6,240
固 定 資 産 売 却 損 433 526 △ 93
固 定 資 産 除 却 損 993 1,463 △ 470
投 資 有 価 証 券 売 却 損 136 245 △ 109
投 資 有 価 証 券 評 価 損 8,431 3,415 5,016
関 係 会 社 株 式 評 価 損 335         - 335
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 21 83 △ 62
退職給付会計基準変更時差異償却額         - 5,858 △ 5,858
事 業 再 編 損 失 引 当 金 繰 入 額 857 2,397 △ 1,540
事 業 再 編 損 失         - 5,798 △ 5,798
損 害 補 償 損 失 引 当 金 繰 入 額         - 1,328 △ 1,328
損 害 補 償 損 失         - 1,000 △ 1,000
関 係 会 社 整 理 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,724 347 1,377
関 係 会 社 整 理 損         - 698 △ 698
合 理 化 損 失 引 当 金 繰 入 額 3,108         - 3,108
合 理 化 損 失 326         - 326
棚 卸 資 産 処 分 損 777         - 777
災 害 損 失 442         - 442
違 約 損 失         - 665 △ 665

税金等調整前当期純利益または損失（△） △ 12,588 15,571 △ 28,159
法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税 511 1,156 △ 645
還 付 法 人 税 等 74 211 △ 137
法 人 税 等 調 整 額 △ 5,968 △ 694 △ 5,274
少数株主利益(△)または少数株主損失 446 △ 217 663

当　期　純　利　益　ま　た　は　損　失（△） △ 6,611 15,103 △ 21,714
－　１５　－



　連 結 剰 余 金 計 算 書　

（単位:百万円）
　 科　　　　　 目 当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減

(H13.4～H14.3) (H12.4～H13.3)

連結剰余金期首残高 77,937 65,693 12,244

( 連 結 剰 余 金 期 首 残 高） ( 77,937 ）（ 65,693 ）( 12,244 )

連結剰余金減少高

( 連 結 子 会 社 増 加 に よ る
期 首 剰 余 金 減 少 高） （ 39 ）( 　　　- ) ( 39 )

( 配 当 金） （ 3,431 ）( 2,859 ) ( 572 )

当期純利益または当期純損失（△） △ 6,611 15,103 △ 21,714

連結剰余金期末残高 67,856 77,937 △ 10,081

－　１６　－



　連結キャッシュ･フロー計算書（１／２）　
（単位:百万円）

　 期　　　別 当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減
(H13.4～H14.3) (H12.4～H13.3)

科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー：

税金等調整前当期純利益（△は純損失） △ 12,588 15,571 △ 28,159
減価償却費 17,822 16,774 1,048
有価証券売却損益（△は益） △ 3 34 37
固定資産売却損益（△は益） △ 4,363 △ 6,616 2,253
固定資産除却損 993 1,463 △ 470
投資有価証券売却損益（△は益） △ 958 △ 5,627 4,669
投資有価証券評価損 8,431 3,415 5,016
関係会社株式売却損益（△は益） 　　－ △ 240 240
関係会社株式評価損 335 　　－ 335
連結調整勘定償却額 △ 127 △ 131 4
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,338 △ 391 △ 947
投資損失引当金の増減額（△は減少） 1,068 　　－ 1,068
賞与引当金の増減額（△は減少） △ 668 △ 82 △ 586
休炉工事引当金の増減額（△は減少） △ 525 △ 185 △ 340
退職給与引当金の増減額（△は減少） 　　－ △ 15,386 15,386
退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,180 21,664 △ 20,484
役員退職引当金の増減額（△は減少） △ 203 △ 64 △ 139
事業再編損失引当金の増減額（△は減少） △ 332 2,823 △ 3,155
損害補償損失引当金の増減額（△は減少） △ 442 △ 2,344 1,902
関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） 377 1,347 △ 970
合理化損失引当金の増減額（△は減少） 3,108 　　－ 3,108
受取利息および受取配当金 △ 1,700 △ 2,241 541
支払利息 3,475 4,370 △ 895
為替差損益（△は益） △ 45 △ 75 30
持分法投資損益（△は益） △ 1,535 △ 4,078 2,543
休止事業費用 1,144 1,621 △ 477
保険金収入 　　－ △ 1,000 1,000
合理化損失 326 　　－ 326
事業再編損失 315 6,007 △ 5,692
損害補償損失 247 4,672 △ 4,425
関係会社整理損 1,903 1,134 769
災害損失 442 　　－ 442
違約損失 　　－ 665 △ 665
ゴルフ会員権評価損 21 83 △ 62
売上債権の増減額（△は増加） 17,018 △ 2,738 19,756
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 3,280 △ 5,921 2,641
仕入債務の増減額（△は減少） 3,249 △ 3,300 6,549
未払消費税等の増減額（△は減少） 2,266 △ 2,448 4,714
割引手形の増減額（△は減少） △ 1,173 394 △ 1,567
その他 3,108 2,228 880
　　　　　小計 37,548 31,398 6,150

利息および配当金の受取額 3,001 3,559 △ 558
利息の支払額 △ 3,649 △ 4,446 797
損害保険金の受取額 　　－ 1,000 △ 1,000
事業休止期間費用の支払額 △ 1,075 △ 1,525 450
合理化に伴なう特別退職金等の支払額 △ 326 　　－ △ 326
事業再編に伴う費用の支払額 △ 315 △ 975 660
損害補償金の支払額 △ 247 △ 4,072 3,825
災害復旧費用の支払額 △ 442 　　－ △ 442
請負契約違約金の支払額 　　－ △ 665 665
法人税等の支払額 △ 905 △ 881 △ 24
その他 △ 220 △ 54 △ 166

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,370 23,339 10,031

－　１７　－



　連結キャッシュ･フロー計算書（２／２）　
（単位:百万円）

　 期　　　別 当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減
(H13.4～H14.3) (H12.4～H13.3)

科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー：

有価証券の売却による収入 53 267 △ 214
有形固定資産の取得による支出 △ 26,778 △ 23,922 △ 2,856
有形固定資産の売却による収入 5,080 9,388 △ 4,308
無形固定資産の取得による支出 △ 639 △ 195 △ 444
無形固定資産の売却による収入 72 9 63
投資有価証券の取得による支出 △ 456 △ 84 △ 372
投資有価証券の売却による収入 4,198 13,608 △ 9,410
関係会社株式の取得による支出 △ 265 △ 932 667
関係会社株式の売却による収入 　　－ 511 △ 511
新規連結子会社株式の取得による支出(純額) 　　－ △ 481 481
関係会社持分の取得による支出 △ 25 △ 598 573
短期貸付による支出 △ 2,389 △ 4,682 2,293
短期貸付金の回収による収入 1,497 304 1,193
長期貸付による支出 △ 244 △ 332 88
長期貸付金の回収による収入 3,397 2,996 401
その他 253 △ 105 358

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,246 △ 4,248 △ 11,998

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー：
短期借入金の増減額（△は減少） △ 1,807 △ 428 △ 1,379
ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰの増減額（△は減少） △ 2,500 △ 7,500 5,000
長期借入金の返済による支出 △ 11,134 △ 9,604 △ 1,530
長期借入れによる収入 12,264 4,103 8,161
社債の償還による支出 △ 18,000 △ 10,000 △ 8,000
社債の発行による収入 10,000 　　－ 10,000
少数株主からの払込による収入 　　－ 183 △ 183
自己株式の増減額（△は増加） △ 33 △ 1 △ 32
配当金の支払額 △ 3,431 △ 2,859 △ 572
少数株主への配当金の支払額 △ 3 △ 7 4
その他 377 24 353

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 14,267 △ 26,089 11,822

Ⅳ現金および現金同等物に係る換算差額 686 945 △ 259

Ⅴ現金および現金同等物の増減額（△は減少） 3,543 △ 6,053 9,596

Ⅵ現金および現金同等物の期首残高 18,806 24,859 △ 6,053

Ⅶ子会社の新規連結による現金および現金同等物の増加額 414 　　－ 414

Ⅷ現金および現金同等物の期末残高 22,763 18,806 3,957

－　１８　－



－　１９　－

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　３９社

　連結子会社は、以下のとおりであります。

【資源部門】７社
住鉱コンサルタント㈱、住鉱開発工事㈱、住友金属鉱山アメリカ㈱、
住友金属鉱山アリゾナ㈱、エス・エム・エム・エー カンデラリア㈱、
住友金属鉱山カナダ㈱、住友金属鉱山オセアニア㈱
【金属および金属加工部門】４社
㈱日向製錬所、エス・エム・エム トレーディング㈱、住友金属鉱山伸銅㈱、
太平金属工業㈱
【電子材料および機能性材料部門】２０社
住友金属鉱山電子㈱、大口電子㈱、新居浜電子㈱、アジム電子㈱、
㈱伸光製作所、住友金属鉱山アジアパシフィック㈱、
エム・エスエムエム エレクトロニクス㈱、マレーシアン エレクトロニクス マテリアルズ㈱、
台湾住鉱電子㈱、成都住鉱電子有限公司、住鉱リードフレームシンガポール㈱、
住鉱リードフレームタイランド㈱、住鉱リードフレームビンタン㈱、住鉱テック㈱、
不二電子工業㈱、丸善工業㈱、住友金属鉱山ユーエスエー㈱、
住友金属鉱山エレクトロニクス・パーツ㈱、住鉱潤滑剤㈱、㈱日東社
【住宅・建材部門】３社
住友金属鉱山シポレックス㈱、ヰゲタハイム㈱、住鉱辰巳建材㈱
【その他部門】５社
㈱ジェー・シー・オー、住鉱エンジニアリング㈱、住鉱情報システム㈱、
ヰゲタ自動車工業㈱、別鉱開発工事㈱

　連結子会社のうち成都住鉱電子有限公司は、重要性が増加したことから当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。

　なお、従来連結子会社に含まれておりました住鉱台湾プレシジョン㈱は、当連結会計年度中

に台湾住鉱電子㈱に吸収合併されましたので、連結の範囲から除外しております。ただし、損

益計算書項目のみ連結しております。

　(2) 主要な非連結子会社名

エス・エム・エム　ジュエリー㈱

上海住鉱電子漿料有限公司

北斗通信㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）および剰余金（持分に見合う額）はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した関連会社数　５社

カンデラリア鉱山㈱

P.T.ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾆｯｹﾙｲﾝﾄﾞﾈｼｱ



－　２０　－

フィゲスバル

エヌ・イー　ケムキャット㈱

日本ケッチェン㈱

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社等の名称

エス・エム・エム　ジュエリー㈱

キンコーズ・ジャパン㈱

（持分法を適用しない理由）

　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、住友金属鉱山アメリカ㈱、住友金属鉱山アリゾナ㈱、エス・エム・エム・

エー　カンデラリア㈱、住友金属鉱山オセアニア㈱、住友金属鉱山カナダ㈱および成都住鉱電子

有限公司の６社の決算日は 12 月 31 日であり、連結決算日との差異は３ヶ月以内であるため、当

該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基礎として連結を行っております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　…決算日の市場価格等にもとづく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により

　算定）

　　　　時価のないもの

　　　　　…移動平均法による原価法

　②　デリバティブ

　　　　　…時価法

　③　たな卸資産

　　　貴金属系たな卸資産

　　　　…先入先出法にもとづく原価法

　　　銅、ニッケルおよび亜鉛系（貴金属を除く）たな卸資産

　　　　…後入先出法にもとづく原価法

　　　電子材料系たな卸資産

　　　　…先入先出法にもとづく原価法（一部総平均法）

　　　在外子会社については主として移動平均法にもとづく低価法
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　　　その他

　　　　…主として後入先出法にもとづく原価法（一部低価法）

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　有形固定資産（鉱業用地および坑道を除く）については定額法（国内連結子会社１１社につ

いては定率法）、鉱業用地および坑道については生産高比例法、鉱業権（採掘権）については

生産高比例法、鉱業権（試掘権）については定額法、その他無形固定資産（ソフトウェアを除

く）については定額法、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）にもとづく定額法によっております。また市場販売目的ソフトウェアについては、見込販

売期間（原則として３年）における販売数量にもとづく償却額と販売可能な残存販売期間にも

とづく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物および構築物 　３～５０年

　機械装置および運搬具 　５～１７年

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　　②　投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して所要額を計上し

ております。

　　③　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を算定し計上しております。

　　④　休炉工事引当金

　東予工場等の定期炉修工事費用に充てるため、工事予想額の当期対応分を計上しておりま

す。

　　⑤　退職給付引当金

　当社および国内連結子会社において従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額にもとづき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。また、当社において執行役員の退職金の支給に備える

ため、内規にもとづく当連結会計年度末の要支給総額を計上しております。

　　⑥　役員退職引当金

　当社および一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退職

慰労金内規にもとづく当連結会計年度末の要支給総額を計上しております。

　　⑦　事業再編損失引当金

　企業再生計画の実行に伴い当社および関係会社において発生することが見込まれる事業再

編に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。
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　　⑧　損害補償損失引当金

　㈱ジェー・シー・オーにおいて発生した臨界事故に係る損害補償の今後の支払による損失

に備えるため、当該損失見込額を計上しております。

　　⑨　関係会社整理損失引当金

　関係会社の事業整理に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。

　　⑩　合理化損失引当金

　早期退職者の募集、一部店所・工場の閉鎖および一部事業の撤退に伴う人事措置により、

当社および連結子会社が負担することとなる損失に備えるため、当該損失見込額を計上して

おります。

　(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社の資産および負債は、それぞれの会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益および費用はそれぞれの会社の期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　当社および国内連結子会社は、繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　主に実需にもとづく生産販売活動等に係る債権債務をヘッジ対象とし、通貨および商品等

に関連したデリバティブ取引（主に為替予約や商品先渡取引等）をヘッジ手段としておりま

す。

③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引はヘッジ目的であることから、実需や債権債務内での取引に限定し、あ

らかじめ想定した損益やキャッシュ・フローの確保を目的としております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　事前にシミュレーション計算を行い、その有効性について当社内の承認を受けた上で、当

社および連結子会社で採用するヘッジ手段としてのデリバティブ取引を選定しております。

取引実行中においては、ヘッジ対象とヘッジ手段の取引量が一致するように管理しておりま

す。取引終了後は、ヘッジ対象から生じる損益の発生と合わせて手仕舞ったデリバティブ取

引の損益について、月次決算等で個別の取引毎に当初予定した損益やキャッシュ・フローが

確保されたか否か検証し、ヘッジの有効性を確認しております。

⑤　その他

　連結決算日の直物為替相場により円貨に換算される外貨建金銭債権債務について、為替予

約により為替変動リスクのヘッジを行った場合は、連結会計年度末の為替予約の評価損益は、

金融商品会計基準に従って処理しております。
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　(7) その他連結財務諸表の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

　連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社（持分法適用会社を含む）の利益処分について、当該連結会計

年度中に確定した利益処分にもとづいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金および現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　追　加　情　報

(1) 金融商品会計

　　当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評価方法について、金融商品に

係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

11 年 1 月 22 日））を適用しております。

　　この結果、その他有価証券評価差額金２,４０３百万円、繰延税金負債１,８２７百万円およ

び少数株主持分０百万円が計上されております。
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（連 結 貸 借 対 照 表 関 係）

　　（当連結会計年度） 　　　（前連結会計年度）

１．有形固定資産の減価償却累計額  ２５４,６９３百万円 ２４３,３０７百万円

２．自己株式　　　　　　　　　　　７８,８８５株　３５百万円 ３,７３９株　２百万円

３．非連結子会社および関連会社の株式等

　　投資有価証券 ６１,６３３百万円 ５６,９３１百万円

　　投資その他の資産その他 ３,２００百万円 ２,７２５百万円

４．担保に供している資産 ５３,５６３百万円 ５６,４９５百万円

５．保証債務 １１,８１５百万円 １１,７１７百万円

６．受取手形割引高 ２,１２９百万円 ３,３０２百万円

７．輸出手形割引高 ４１百万円 １２百万円

８．期末日満期手形（手形交換日をもって決済処理）

　　　　受取手形 １，７５１百万円 ２,０９１百万円

　　　　支払手形 １,３１３百万円 １,６３４百万円

　　　　流動負債その他（設備支払手形） ３４１百万円 ５４百万円

　　　　割引手形 ４３４百万円 ６９２百万円

（連 結 損 益 計 算 書 関 係）

　　　　　　　　　（当連結会計年度） 　（前連結会計年度）

１.固定資産売却益の内訳
　　　土　　　　　　　　地 4,719 百万円 土　　　　　　　　地 6,720 百万円
　　　機械装置および運搬具 61 百万円 機械装置および運搬具 372 百万円
　　　そ の 他        16 百万円 そ の 他          50 百万円

　　　　計 4,796 百万円 　　　　計 7,142 百万円

２．固定資産売却損の内訳
　　　機械装置および運搬具 297 百万円 機械装置および運搬具 416 百万円
　　　建 物 お よ び 構 築 物 114 百万円 土　　　　　　　　地 48 百万円
　　　そ の 他        22 百万円 そ の 他          62 百万円
　　　　　　　計 433 百万円 　　　　計 526 百万円

３．固定資産除却損の内訳
　　　機械装置および運搬具 690 百万円 機械装置および運搬具 1,002 百万円
　　　建 物 お よ び 構 築 物 149 百万円 建 物 お よ び 構 築 物 322 百万円
　　　工 具  器 具  備 品 114 百万円 工 具  器 具  備 品 111 百万円
　　　そ の 他        40 百万円 そ の 他          28 百万円
　　　　　　　計 993 百万円 　　　　計 1,463 百万円
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　　　（当連結会計年度） 　　　 （前連結会計年度）
　　　現金および預金勘定 23,105 百万円 18,811 百万円
　　　預入期間が３ヶ月を超える定期預金       △　 342 百万円 △　   5 百万円
　　　現金および現金同等物 22,763 百万円 18,806 百万円



（リ　ー　ス　取　引　関　係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．借　手　側
　(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

　　（当連結会計年度） 　　（前連結会計年度）
取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高
相  当  額 相　　当　　額 相  当  額 相  当  額 相　　当　　額 相  当  額

　　機械装置および運搬具 1,291 百万円 483 百万円 808 百万円 1,217 百万円 405 百万円 812 百万円
　　工具　器具　備品 872 百万円 608 百万円 264 百万円 1,277 百万円 785 百万円 492 百万円
　　ソ フ ト ウ ェ ア 　345 百万円   217 百万円   128 百万円 　351 百万円   179 百万円   172 百万円
　　　　合　　計　　 2,508 百万円 1,308 百万円 1,200 百万円 2,845 百万円 1,369 百万円 1,476 百万円

　なお、取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法に 　　　　　同　　左
より算定しております。

　(2)　未経過リース料期末残高相当額
　１　年　内 ４６３百万円 ５１７百万円
　１　年　超　 　 ７３７百万円　 　 ９５９百万円
　　合　計 １,２００百万円 １,４７６百万円
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、
未経過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため、支払 　　　　　同　　左
利子込み法により算定しております。

　(3)　支払リース料および減価償却費相当額
　　　 支 払 リ ー ス 料 ４３５百万円 ５９１百万円
　　　 減価償却費相当額 ４３５百万円 ５９１百万円

　(4)　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 　　　　　同　　左
とする定額法によっております。

２．貸　手　側
　(1)　リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末残高

　　（当連結会計年度） 　　（前連結会計年度）
取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高

　　機械装置および運搬具 415 百万円 147 百万円 268 百万円 502 百万円 160 百万円 342 百万円
　　工具　器具　備品 　  8 百万円    4 百万円    4 百万円 　  8 百万円    4 百万円    4 百万円
　　ソ フ ト ウ ェ ア 　  1 百万円    0 百万円     1 百万円 　  1 百万円    0 百万円     1 百万円
　　　　合　計 424 百万円 151 百万円 273 百万円 511 百万円 164 百万円 347 百万円

　(2)　未経過リース料期末残高相当額
　１　年　内 ４５百万円 ６５百万円
　１　年　超　 　 ２４６百万円　 　 ３０１百万円
　　合　計 ２９１百万円 ３６６百万円
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、
未経過リース料期末残高および見積残存価
額の残高の合計額が、営業債権の期末残高 　　　　　同　　左
等に占める割合が低いため、受取利子込み
法により算定しております。

　(3)　受取リース料および減価償却費
　　　 受 取 リ ー ス 料 ５０百万円 ５１百万円
　　　 減 価 償 却 費 ２５百万円 ２４百万円

－　２６　－
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（有 価 証 券 関 係）

　当事業年度に係る「子会社および関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表におけ
る注記事項として記載しております。

（当連結会計年度）

　有 価 証 券

１．売買目的有価証券
　　売買目的有価証券を有していないため、該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　満期保有目的の債券を有していないため、該当事項はありません。

３．その他の有価証券で時価のあるもの

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

(1)株式
(2)債券
　①国債・地方債
等

　②社債
　③その他
(3)その他

26,862

－

－
16
－

36,938

－

－
16
－

10,076

－

－
0
－

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

小計 26,878 36,954 10,076

(1)株式
(2)債券
　①国債・地方債
等

　②社債
　③その他
(3)その他

37,648

－

－
－
102

31,839

－

－
－
65

△ 5,809

－

－
－

△　　37

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

小計 37,750 31,904 △ 5,846

合計 64,628 68,858 4,230

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　　該当事項はありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（1）売却額 3,392 百万円
（2）売却益の合計額 1,097 百万円
（3）売却損の合計額 131 百万円



－　２８　－

６．時価評価されていない「有価証券」の主な内容および連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

当連結会計年度末
（Ｈ１４．３．３１現在）
連結貸借対照表計上額

 その他有価証券
　　店頭売買株式を除く非上場株式 6,067

７．当連結会計年度中における「有価証券」の保有目的の変更
　　該当事項はありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額（Ｈ 14.3.31 現在）
（単位：百万円）

種　　　類 合計額 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10年以内 10 年超
(1)債　　券
　①国債・地方債等
　②社債
　③その他

－
－
16

－
－
－

－
－
16

－
－
－

－
－
－

(2)そ の 他 65 － － 65 －
合　計 81 － 16 65 －



－　２９　－

（前連結会計年度）

　有 価 証 券

１．売買目的有価証券
　　売買目的有価証券を有していないため、該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　満期保有目的の債券を有していないため、該当事項はありません。

３．その他の有価証券で時価のあるもの
　　平成 12 年大蔵省令第 9号附則第 3項に従い、記載しておりません。

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　　該当事項はありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（1）売却額 13,845 百万円
（2）売却益の合計額 5,842 百万円
（3）売却損の合計額 　218 百万円

６．時価評価されていない「有価証券」の主な内容および連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

当連結会計年度末
（Ｈ１３．３．３１現在）
連結貸借対照表計上額

 その他有価証券
　　店頭売買株式を除く非上場株式
　　非上場の外国債券

6,189
550

７．当連結会計年度中における「有価証券」の保有目的の変更
　　該当事項はありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額（Ｈ 13.3.31 現在）
（単位：百万円）

種　　　類 合計額 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10年以内 10 年超
(1)債　　券
　①国債・地方債等
　②社債
　③その他

－
－
66

－
－
－

－
－
66

－
－
－

－
－
－

(2)そ の 他 112 102 － 10 －
合　計 178 102 66 10 －



（デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係）

（当連結会計年度）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益　

（単位：百万円）

取引の 当連結会計年度（Ｈ１４．３．３１現在）

対象物 区　分 種　　類 契 約 額 等 時　価 評価損益
の種類

市場取引 為 替 予 約 取 引

通 以 外 の　売　建

貨 取 引 米ドル 51 52 △ 1

関 　買　建

連 米ドル 2,410 2,434 24

合　　　　計 2,461 - 23

(注) １．時価の算定方法

　　為替予約取引の期末の時価は、先物相場を使用しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いており

  　ます。

－　３０　－



（前連結会計年度）

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益　
（単位：百万円）

取引の 前連結会計年度（Ｈ１３．３．３１現在）
対象物 区　分 種　　類 契 約 額 等 時　価 評価損益
の種類 うち１年超

市場取引 為 替 予 約 取 引

通 以 外 の　売　建

貨 取 引 米ドル 37 　　－ 38 △ 1

関 　買　建

連 米ドル 2,108 　　－ 2,214 106

合　　　　計 2,145 　　－ 2,252 105

金 市場取引 金利スワップ取引

利 以 外 の

関 取 引 受取変動・支払固定 2,539 2,116 6 6

連

合　　　　計 2,539 2,116 6 6

(注) １．時価の算定方法

　　為替予約取引の期末の時価は、先物相場を使用しております。

　　金利スワップ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定してお

　　ります。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いており

  　ます。

－　３１　－



－　３２　－

（税 効 果 会 計 関 係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　（当連結会計年度）

　繰延税金資産
　　繰越欠損金 10,310 百万円
　　退職給付引当金 6,798 百万円
　　投資有価証券評価損 2,186 百万円
　　合理化損失引当金 1,304 百万円
　　賞与引当金 1,078 百万円
　　減価償却費 1,051 百万円
　　事業再編損失引当金 1,042 百万円
　　関係会社整理損失引当金 726 百万円
　　損害補償損失引当金 525 百万円
　　その他    2,536 百万円
　繰延税金資産小計 27,556 百万円
　評価性引当額 △ 7,293 百万円
　繰延税金資産合計 20,263 百万円

　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △ 1,827 百万円
　　海外投資等損失積立金 △   355 百万円
　　特別償却積立金 △   172 百万円
　　圧縮記帳積立金 △ 3,139 百万円
　　圧縮記帳特別勘定積立金 △   787 百万円
　　探鉱積立金 △   977 百万円
　　割増減価償却額(海外) △ 2,404 百万円
　　貸倒引当金調整額 △   968 百万円
　　在外関係会社留保利益 △ 1,166 百万円
　　その他 △   318 百万円
　繰延税金負債合計 △12,113 百万円

　繰延税金資産の純額 　 8,150 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
　の内訳

　当連結会計年度は、税金等調整前の損益が純損失となりましたので、記載を省略しております。



－　３３　－

（退 職 給 付 関 係）

１．採用している退職給付制度の概要
　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度
および厚生年金基金制度を設けております。
　また、一部の在外連結子会社では、確定拠出型の制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１４年３月３１日現在）

　イ．退職給付債務額 △45,566 百万円
　ロ．年金資産                                          17,390 百万円
　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △28,176 百万円
　ニ．会計基準変更時差異の未処理額 　　　　　　　－
　ホ．未認識数理計算上の差異 5,362 百万円
　ヘ．未認識過去勤務債務                      　　　　　　　－
　ト．連結貸借対照表計上純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △22,814 百万円
　チ．前払年金費用                                          30 百万円
　リ．退職給付引当金（ト－チ）                        △22,844 百万円
（注）退職給付債務の算定にあたり、原則法を採用している会社は、当社を含め４社であります。
その他の国内連結子会社においては、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
　　　（当連結会計年度）

　イ．勤務費用 (注)２ 2,573 百万円
　ロ．利息費用 1,055 百万円
　ハ．期待運用収益 △　 489 百万円
　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 　　　　　　　－
　ホ．数理計算上の差異の費用処理額 278 百万円
　へ．過去勤務債務の費用処理額                　　　　　　　－
　ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）            3,417 百万円
（注）１．一部の国内連結子会社においては、上記退職給付費用以外に、厚生年金基金に対する

拠出額 97 百万円を退職給付費用として計上しております。また、一部の在外連結子会
社においては、上記退職給付費用以外に、確定拠出型の退職給付費用として 19 百万円
を計上しております。

　　　２．適格退職年金制度における従業員拠出額を控除しております。
　　　３．簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上し

ております。

４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項

　イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
　ロ．割引率 主として 2.5％
　ハ．期待運用収益率 主として 3.5％
　ニ．過去勤務債務の額の処理年数 　　　　　　　　　－

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理することとして

おります。）

　ホ．数理計算上の差異の処理年数 10 年
（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌連結会計年度から費用

処理することとしております。）



　セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報
（単位:百万円）

前連結会計年度　（Ｈ１２．４～Ｈ１３．３）

資源部門 金属および
金属加工部門

電子材料
部　門

住宅･建材
部　門

その他
部　門 計 消　　去

または全社 連　　結

Ⅰ．売上高および営業
利益
　　 売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する
　   売上高
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売
　   上高または振替高

16,987

6,626

190,862

29,733

129,991

3,268

24,828

52

12,684

2,390

375,352

42,069 △

－

42,069

375,352

－

計 23,613 220,595 133,259 24,880 15,074 417,421 △ 42,069 375,352
　営　業　費　用 21,253 202,351 125,251 25,184 14,740 388,779 △ 40,357 348,422
　営　業　利　益 2,360 18,244 8,008 △ 304 334 28,642 △ 1,712 26,930
Ⅱ．資産、減価償却費
　および資本的支出
　　　資　　　産
　　　減価償却費
　　　資本的支出

57,258
2,956
4,420

186,326
4,371
9,031

115,066
7,564
13,318

25,222
746
243

45,382
549
282

429,254
16,186
27,294

100,826
588
784

530,080
16,774
28,078

当連結会計年度　（Ｈ１３．４～Ｈ１４．３）

資源部門 金属および
金属加工部門

電子材料お
よび機能性
材料 部 門

住宅･建材
部　門

その他
部　門 計 消　　去

または全社 連　　結

Ⅰ．売上高および営業
利益
　　 売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する
　   売上高
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売
　   上高または振替高

15,351

7,941

171,150

26,033

107,331

3,654

19,997

1,619

16,365

3,621

330,194

42,868 △

-

42,868

330,194

-

計 23,292 197,183 110,985 21,616 19,986 373,062 △ 42,868 330,194
　営　業　費　用 22,454 193,650 115,373 21,882 18,160 371,519 △ 42,472 329,047
　営　業　利　益 838 3,533 △ 4,388 △ 266 1,826 1,543 △ 396 1,147
Ⅱ．資産、減価償却費
　および資本的支出
　　　資　　　産
　　　減価償却費
　　　資本的支出

54,710
3,217
2,794

178,033
3,978
9,336

119,151
8,675
11,236

19,593
713
515

38,771
549
418

410,258
17,132
24,299

108,498
690

1,080

518,756
17,822
25,379

（注）1.　事業区分の方法および各区分に属する主要な製品または事業の内容

　企業集団が採用している利益センター区分を基礎に、製品の種類、性質および製造方法などを勘案し区分し

ております。

事　業　区　分 主　　要　　製　　品　　等

資 源 部 門 金銀鉱、銅精鉱および電気銅、地質調査等

金 属 お よ び 金 属 加 工 部 門 電気銅、電気金、ニッケル、伸銅品等

電子材料および機能性材料部門 エレクトロニクス材料、電子部品、機能性材料

住 宅 ・ 建 材 部 門 軽量気泡コンクリート(ｼﾎﾟﾚｯｸｽ)、住宅等の設計施工等

そ の 他 部 門 原子力エンジニアリング等

2.　資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度 108,736 百万円、当連結会計

年度 109,720 百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金・預金および有価証券）、長期

投資資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産等であります。

－　３４　－



3.　事業区分の方法の変更

　当連結会計年度より、事業区分の方法の変更を実施しております。

　従来、機能性材料につきましては金属および金属加工部門に含めておりましたが、金属および金属加工部門の

製品との類似性が弱まってきており、顧客・市場ともに同一の環境にある電子材料部門の製品との類似性が強ま

ってきたことから、より適切な事業区分に基づくセグメント情報を開示するために、電子材料部門に含めるとと

もに、電子材料部門の名称を、電子材料および機能性材料部門へ変更して表示しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると

次のようになります。

（単位：百万円）
前連結会計年度　（Ｈ１２．４～Ｈ１３．３）

資源部門 金属および
金属加工部門

電子材料お
よび機能性
材料 部 門

住宅･建材
部　門

その他
部　門 計 消　　去

または全社 連　　結

Ⅰ．売上高および営業
利益
　　 売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する
　   売上高
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売
　   上高または振替高

16,987

6,626

177,795

27,032

143,058

3,275

24,828

52

12,684

2,390

375,352

39,375 △

－

39,375

375,352

－

計 23,613 204,827 146,333 24,880 15,074 414,727 △ 39,375 375,352
　営　業　費　用 21,253 189,406 136,374 25,184 14,740 386,957 △ 38,535 348,422
　営　業　利　益 2,360 15,421 9,959 △ 304 334 27,770 △ 840 26,930
Ⅱ．資産、減価償却費
　および資本的支出
　　　資　　　産
　　　減価償却費
　　　資本的支出

57,258
2,956
4,420

173,208
3,953
7,387

128,184
7,982
14,962

25,222
746
243

45,382
549
282

429,254
16,186
27,294

100,826
588
784

530,080
16,774
28,078

－　３５　－



２．所在地別セグメント情報
　　　　（単位:百万円）

前連結会計年度　（Ｈ１２．４～Ｈ１３．３）

日本 北米 東南アジア その他 計 消　　去
または全社 連　結

Ⅰ．売上高および営業
　利益
　　 売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する
　　 売上高
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売
　　 上高または振替高

328,608

10,334

14,922

18

23,663

718

8,159

1,155

375,352

12,225 △

－

12,225

375,352

－

計 338,942 14,940 24,381 9,314 387,577 △ 12,225 375,352
　営　業　費　用 313,854 14,766 23,407 8,711 360,738 △ 12,316 348,422
　営　業　利　益 25,088 174 974 603 26,839 91 26,930
Ⅱ．資　　　　産 376,180 36,099 19,900 12,095 444,274 85,806 530,080

当連結会計年度　（Ｈ１３．４～Ｈ１４．３）

日本 北米 東南アジア その他 計 消　　去
または全社 連　結

Ⅰ．売上高および営業
　利益
　　 売　　上　　高
　(1)外部顧客に対する
　　 売上高
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売
　　 上高または振替高

291,605

9,225

13,504

10

17,772

524

7,313

1,421

330,194

11,180 △

-

11,180

330,194

-

計 300,830 13,514 18,296 8,734 341,374 △ 11,180 330,194
　営　業　費　用 296,322 15,717 19,353 8,861 340,253 △ 11,206 329,047
　営　業　利　益 4,508 △ 2,203 △ 1,057 △ 127 1,121 26 1,147
Ⅱ．資　　　　産 360,839 36,245 19,118 13,930 430,132 88,624 518,756

（注）1.　地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　2.　当期の本邦以外の各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　(1)　北　　　米 ……米国、カナダ

　　　　(2)　東南アジア ……シンガポール、マレーシア

　　　　(3)　そ　の　他 ……オーストラリア、台湾　など

　　　3.　資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、「１．事業の種類別ｾｸﾞﾒﾝﾄ情報」の「注２．」

と同一であります。

－　３６　－



３．海外売上高
　　　　　（単位:百万円）

　　　　　　　　　　 北米 東南アジア 東アジア その他 計

前連結会計年度
（H12.4～H13.3）

海　外　売　上　高
連　結　売　上　高

海外売上高の
連結売上高に占める割合

18,736
－

5.0％

21,681
－

5.8％

53,258
－

14.2％

5,278
－

1.4％

98,953
375,352

26.4％

　　　　　　　　　　 北米 東南アジア 東アジア その他 計

当連結会計年度
(H13.4～H14.3)

海　外　売　上　高
連　結　売　上　高

海外売上高の
連結売上高に占める割合

17,158
－

5.2％

17,993
－

5.5％

52,590
－

15.9％

3,770
－

1.1％

91,511
330,194

27.7％

（注）1.　地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　2.　当期の各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　(1)　北　　　米 ……米国、カナダ、メキシコ

　　　　(2)　東南アジア ……タイ、フィリピン、シンガポール　など

　　　　(3)　東 ア ジ ア ……台湾、中国、韓国

　　　　(4)　そ　の　他 ……オランダ、イギリス　など

　　　3.　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

－　３７　－



－　３８　－

  関 連 当 事 者 と の 取 引

　　　記載すべき該当事項はありません。



　生産、受注および販売の状況　

（１）生産実績
（単位：百万円）

事　業　区　分 当連結会計年度
(H13.4～H14.3)

前連結会計年度
(H12.4～H13.3)

資 源 部 門 22,908 23,337

金属および金属加工部門 161,391 177,493

電子材料および機能性材料部門 102,597 141,294

住 宅 ・ 建 材 部 門 16,993 19,666

そ の 他 部 門 17,272 12,149

合       計 321,161 373,939

（注）1.上記の金額は販売価格により算出したものであります。
　　　　なお、受託分については受託加工収入額により算出しております。
　　　2.生産実績には委託分を含んでおります。
　　　3.セグメント間の取引に係る生産実績は、各セグメントに含めて表示しております。
　　　4.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
事　業　区　分 （ Ｈ１３．４～Ｈ１４．３ ） （ Ｈ１２．４～Ｈ１３．３ ）

受注高 受注残高 受注高 受注残高
資 源 部 門 4,626 988 5,900 1,169

金属および金属加工部門 7,773 978 11,244 1,258

電子材料および機能性材料部門 90,278 4,237 116,600 5,251

住 宅 ・ 建 材 部 門 19,078 1,462 21,720 2,377

そ の 他 部 門 3,323 284 3,635 1,500

合       計 125,078 7,949 159,099 11,555

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（３）販売実績
（単位：百万円）

事　業　区　分 当連結会計年度
(H13.4～H14.3)

前連結会計年度
(H12.4～H13.3)

資 源 部 門 23,292 23,613

金属および金属加工部門 197,183 204,827

電子材料および機能性材料部門 110,985 146,333

住 宅 ・ 建 材 部 門 21,616 24,880

そ の 他 部 門 19,986 15,074

合       計 373,062 414,727

（注）1.セグメント間の販売実績は、各セグメントに含めて表示しております。
　　　2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

－　３９　－


